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2000 年には循環型社会形成推進基本法が制定され、3R 活動(Reduce, Reuse, Recycle)や
廃棄物の適正処分を推進してきた。環境白書(2018)によれば、2016 年度におけるごみ総排
出量は 4317 万トン、1 日一人あたりごみ排出量は 925g であり、2000 年をピークに減少































に有料化が空間的波及効果を持ちうることを明らかにしている（Allers and Hoeben (2010)
や Erhardt (2019)、 De Jaeger 他 (2012)、 Dijkgraaf and Gradus(2004)、 Carattini 他 
(2018)、 Hage 他 (2008)、 Usui 他 (2016)、 Usui 他 (2015)、 Ichinose 他 (2015)など）。
























































碓井(2007)、 Usui and Takeuchi(2014) 、都築他(2018)が挙げられる。 
碓井(2007) は 1998 年から 2002 年までの 2952 自治体を対象としたパネルデータ分析に
よる、容器包装リサイクルの費用推定を行い、処理費用の規模の経済性や分別について地域









る（Allers and Hoeben (2010)や Erhardt (2019)、De Jaeger 他(2012)、Dijkgraaf and 
Gradus(2004)、Carattini 他(2018)、Hage 他 (2008)、 Usui 他 (2016)、 Usui 他(2015)、 
Ichinose 他(2015)など）。これらのうち、海外の研究で空間的相関を考慮している研究では
Allers and Hoeben(2010)や Erhardt (2019)、De Jaeger 他 (2012)、Dijkgraaf and 
Gradus(2004)、Carattini 他(2018)、Hage 他(2008) がある。 
Allers and Hoeben(2010)ではごみ有料化の政策導入に関する自治体の意思決定における
内生性問題を考慮したうえで、有料化による排出削減効果が統計的に有意であるが先行研





















































𝑙𝑛𝑦𝑖𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝑝𝑟𝑖𝑐𝑒𝑖𝑡 + 𝑋𝑖𝑡𝛽 + 𝛼𝑖 + 𝜏𝑡 + 𝑢𝑖𝑡      (1) 
 
従属変数として、各自治体 i の t 年における 1 日一人あたり非資源ごみ、資源ごみの対数









ることが指摘されている（Allers and Hoeben:2010、Chang 他:2016、De Jeager ら:2012、
Hage 他:2008、Ichinose 他：2015、Usui 他:2015）。これらの要因が有料化による排出量へ
の効果に対してバイアスを生じさせている場合を考慮するため、本稿では、空間的な自己相
関を考慮するモデルとして、以下の誤差項に空間相関をもつモデル((2)式)を推定する。ここ
で、(1)式同様に、各自治体 i の t 年における 1 日一人あたり非資源ごみ、資源ごみの対数 1
リットル当たりの可燃ごみ袋価格𝑝𝑟𝑖𝑐𝑒𝑖𝑡、コントロール変数 Xit、個別効果αiおよび時間効
果τt、誤差項𝑢𝑖𝑡である。(2)式の誤差項𝑢𝑖𝑡は空間的な自己相関をもつと仮定しているため、
(3)式のような誤差項の構造をもつ。ここで、∑ ∑ 𝑤𝑖𝑗𝑗=1𝑖=1 は自治体間の近接関係を記述する
ための空間重み行列であり(4)式のように表現される。行列の要素に関して、自治体 i と自
治体 j が隣接しているとき、要素𝑤𝑖𝑡が 1 を、隣接していないとき 0 をとるような行列を行
和が 1 となるように行基準化したものである。 
 
 𝑙𝑛 𝑦𝑖𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝑝𝑟𝑖𝑐𝑒𝑖𝑡 + 𝑋𝑖𝑡𝛽 + 𝛼𝑖 + 𝜏𝑡 + 𝑢𝑖𝑡      (2)  
 
𝑢𝑖𝑡 = 𝜌∑ 𝑤𝑖𝑗
𝑛





















  , 𝑤𝑖𝑗 = {
1     自治体 iと jが隣接している
0        その他















































































和の平均が 527g、最低が 211g、最高が 964g と自治体によって差が大きいことがわかる。
資源ごみは回収していない自治体が存在するため、最小値が 0、平均値が 112g、最大値が
364g とこちらも自治体間の差が大きい。1 リットル当たりの可燃ごみ袋は平均 0.4 円、最
大 2 円となり、一般的な大袋である 45 リットルの可燃ごみ袋で考えると平均的な自治体が
一枚 18 円、最高で一枚 90 円と 5 倍の価格差がみられる。ごみの分別数について、平均的









な自治体では 13 種類程度の分別が求められるが、分別に無関心な自治体では 2 種類、逆に
分別に敏感な自治体では 25 種類の区分が要求されている。 
 
4.推定結果 
 表 2 は非資源ごみ排出量（混合ごみ排出量、あるいは、可燃ごみと不燃ごみの合計排出
量）を従属変数としたごみ袋価格を用いた回帰分析の結果となる。 






































































料制を実施している自治体についてごみ袋価格の平均値（1.06 円／l）と表 2 の（1）～（4）





























































を 0 円から 1.06 円／l に価格を引き上げたときの効果）を計算すると、179％程度の増加で
あった。このことから、ダミーを用いた有料制導入の資源ごみに及ぼす効果は、ごみ排出量














































表 5 の(1)から(4)は、表 4 の(1)から(4)と同じように自治体の分別数が有料制による資源
ごみ排出量に与える影響を考慮するために可燃ごみ袋と分別数の交差項を加えたモデルの
推計結果である。推計結果から、ごみ袋価格は有意に正であったが、価格と分別数の交差項  























                                                   
10 各自治体の取り組みについては「平成 29 年度全国ごみ不法投棄監視ウィーク等におけ
る取組について」(https://www.env.go.jp/press/104069.html)を参考にした。 
















































昇の効果）を計算すると 1 袋（40ℓ）あたり 2.39 円に設定する必要がある。現在、導入して
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